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第１章 序章 

 

１ 地震の規模と被害の概要 

 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した「東北地方太平洋沖地震」は、国内観測史上最

大のマグニチュード 9.0 を記録しました。この地震では、宮城県北部で震度 7、東

北・関東8県で震度6以上の強い揺れが観測され、巨大な津波の発生とも相まって、

東日本一帯に甚大な被害をもたらしました。 

我孫子市では、幸い重傷以上の人的被害はなかったものの、激しい揺れや地盤の

液状化により、家屋や生活基盤施設、公共施設等に大きな被害を受けました。 

特に、市域東端の布佐東部地区では、大規模な地盤の液状化が発生し、市内全壊

家屋の８割以上が集中する被害となりました。 

 

■我孫子市及び近傍地の震度 

 （本震） （余震）震源：茨城県沖 

発生日時 2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分 2011 年 3 月 11 日 15 時 15 分 

我孫子市震度 5 弱（我孫子市我孫子） 4（我孫子市我孫子） 

近傍地震度 印西市大森：6 弱 

利根町布川：5 弱 

印西市大森：5 弱 

利根町布川：5 弱 

 

 

■被害集中地区と震度計測地の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◎：震度 計測地 
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■市内家屋の被害状況（平成 24 年 3 月 19 日現在 単位：棟） 

地区名 全壊 大規模半壊 半壊 一部損壊 被害合計 

我孫子地区 7（ 5%） 3（75%） 33（35%） 1174（36%） 1217（35%） 

天王台地区 7（ 5%） 0 10（11%） 594（18%） 611（17%） 

湖北地区 3（ 2%） 0 4（ 4%） 537（16%） 544（15%） 

新木地区 4（ 3%） 0 6（ 6%） 461（14%） 471（13%） 

布佐地区 113（85%） 1（25%） 42（44%） 533（16%） 689（20%） 

市域全体 134（100%） 4（100%） 95（100%） 
3299

（100%） 

3532

（100%） 

参考 非住家（空家） 7 1 4 17 29 

参考 非住家（店舗等） 2 1 4 36 43 

※（ ）内は市域全体に対する割合 

 

 

 

２ 策定の趣旨 

 

我孫子市では、震災後直ちに、被災した公共施設等の復旧を進めるとともに、被

災した市民が速やかに生活再建できるよう、被災者相談窓口の開設、国・県の支援

策と連動した被災者支援の充実などに取り組んできました。 

しかし、震災から 1 年が経過した現在も、家屋の復旧・再建の見通しが立ってい

ない被災者も多く、さらなる取り組みが求められています。被害が集中した地区で

は、商店の廃業や人口の流出が進み、被災者以外の市民の生活にも影響が出ている

ことから、地区の再生に向けた取り組みも必要となっています。 

さらに、首都圏直下型地震や房総沖を震源とする地震の発生が懸念される中、今

回の大震災を教訓とした防災体制の見直しを行い、防災性の強化に向けて早急に取

り組むことが求められています。 

これらのことから、震災からの再生と災害に対応できる地域づくりに向けて、被

害が集中した地区を中心とした全体的な取り組み方針並びに課題ごとの取り組み

方針を整理した「我孫子市復興計画」（以下「復興計画」といいます。）を策定する

ものです。 

なお、地震により発生した福島第一原発事故に伴う放射能汚染問題については、

別途計画を策定し、方針を整理していきます。 
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３ 計画の期間 

    

計画の期間は震災後おおむね 5 年間の平成 27 年度までとします。 

   ただし、被害集中地区の復興については、平成 26 年度の完了を目指していきま

す。 

 
 

４ 計画の位置付け 

 

復興計画は、我孫子市基本構想に即すとともに、基本計画や各部門別計画と整合

をはかるものとし、実施計画に反映していくものとします。 
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５ 計画の区域 

 

復興計画の対象とする区域は、我孫子市域全体とします。 

なお、液状化による甚大な被害が集中した地区（被害集中地区）及び当該地域の

避難場所や避難経路を有する地域一帯を、地域再生重点区域に位置付けます。 

 

 

■地域再生重点区域位置図 

 

 

 

 

 

 

被害集中地区 

布佐駅 

ＪＲ成田線 

避難所 

凡 例 

地域再生重点区域 

被害集中地区 
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１ 復興の目標 

 

2021年（平成33年）度を目標とする我孫子市基本構想（平成12年9月26日議決、

改正：平成23年9月22日議決）では、我孫子市の将来都市像を 

 

『手賀沼のほとり 心輝くまち』 ～ 人・鳥文化のハーモニ～ 

 

として共通の目標としています。 

 

 

また、地区別構想では、被害が集中した布佐地区の将来像を 

 

「緑があふれ、祭りに人が集う東の玄関口」 

 

として、市民と共にすすめるまちづくりの目標としています。 

 

 

震災からの復興は、基本構想の将来都市像、地区の将来像を実現していくことを

目標とします。 

 

なお、復興計画では、具体的な復興の目標を 

 

 

 

 

 

 

として、集中的な対策を行っていきます。 

 

第２章 復興の目標と施策の体系 

１ 市民生活の再建 

２ 生活基盤施設の復旧 

３ 魅力ある住宅地への再生 

４ 災害に対応できる地域づくり 
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２ 施策の体系 

 
復興の目標を迅速かつ確実に実現していくため、目標の実現に向けた施策を体系化

します。 

復興に向けた具体的な取り組みは、この施策に基づいて実施していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 市民生活の再建 相談体制・情報提供の充実（１-①） 

 

被災者が生活できる場の確保（１-③） 

 

建築物の再建・修理への支援（１-②） 

 

境界の復元（２-①） 

 

被災公共施設等の本格復旧（２-②） 

 

２ 生活基盤施設の復旧 

市民主体の地域づくりへの支援（３-⑤） 

 

地域の特性を生かしたにぎわいづくり（３-④） 

 

公共施設の再整備（３-③） 

 

被災家屋の除却の促進（３-①） 

 

液状化した宅地の復旧と対策（３-②） 

 

３ 魅力ある住宅地への再生 

震災を教訓とした防災体制の整備（４-③） 

 

液状化対策の推進（４-①） 

 

４ 災害に対応できる地域づくり 

避難所・避難路の整備（４-②） 

 

（目標） 

 

（施策） 

 

※各施策（ ）内の番号は 第３章復興に向けた取組み との関連を示します 
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被害集中地区は、印西市との行政界に接する布佐東部地区約 13 ヘクタールの範

囲で、昭和 30 年（1955 年）代に行われた土地区画整理事業により整備された区

域が大半を占めています。 

この土地区画整理事業は、昭和 27 年（1952 年）から始まった河川改修工事の

浚渫（しゅんせつ）土砂で埋め立てた場所を宅地化したもので、埋め立て前は、沼

や池が点在する場所でした。 

地区内には、茨城県と千葉県を連絡する県道千葉竜ヶ崎線と北総地域の重要な幹

線道路である国道 356 号が通過し、交通の要所となっており、震災前は、商業・

業務系施設も立地し、良好な市街地を形成していました。 

 

 

■埋め立て前の被害集中地区 

 

 

   

３ 地域再生重点区域の整備方針 

 

1949 年撮影航空写真（国土地理院） 

凡 例 

     被害集中地区 

   沼・池等 
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■被害集中地区位置図 
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■被害集中地区の被害状況写真 

 

 
（幹線道路周辺の被害状況） 

 

 
 （電柱、家屋の被害状況） 



 

 

10 

 

（地域再生重点区域の整備方針） 

○ 地域の安全性を確保するとともに、良好な市街地環境を取り戻すため、危険性

の高い被災家屋の除却を促進します。 

○ 住宅を自力で再建することが難しい被災者が、入居対象となる市営住宅を被災

地内に整備します。 

○ 宅地や公共施設の液状化対策については、土地所有者の意向を踏まえながら、

地域の特性に応じた手法を検討します。 

○ 今後の地震時に対応できるよう被災地内の道路、公園等の公共施設を再整備し、

住宅地としての機能を再生します。 

○ 液状化対策を含めた地震に強いまちづくりを進めていくため、地区計画制度を

活用したきめ細かなルールづくりを検討します。 

○ 被害集中地区のうち特に再液状化の危険性が高い地区については、公共利用の

可能性を検討します。 

○ 災害時の安全性を確保するため、避難所・避難路の環境整備を進めるとともに、

災害時の情報伝達手段を改善します。 

 

 
■地域再生重点区域の整備方針図 
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１ 市民生活の再建に向けて 

 

①  相談体制・情報提供の充実 
 

現
況
と
課
題 

 

● 東日本大震災の発生により、多くの市民が被災者となりました。

特に、家屋に甚大な被害を受けた市民は、当面の生活に関するこ

と、被災家屋の処理に関すること、住宅の再建に関することなど、

多くの課題に直面しました。 

● 市では、被害集中地区への現地相談窓口の開設や市役所への被災

者総合相談窓口の設置により、被災者からの相談に対応するとと

もに、説明会の開催や市広報を活用した情報提供に努めてきまし

た。 

● また、7 月には、被害集中地区内に常設の相談窓口を開設し、被

災者からの様々な相談に対応するとともに、10 月からは布佐東

部地区復興通信を発行して、情報の提供を行っています。 

● 震災から月日が経過するにつれ、住宅の再建や修理に伴う具体的

な相談、税金の取り扱い等、被災者からの相談内容も多岐にわた

り、特に、健康被害に関する相談が多くなっています。 

● このため、保健師による健康相談を定期的に実施するなど、被災

者の状態に応じた対応を行っています。 

● 被災者の生活再建にある程度の見通しがつくまでは、引き続き相

談体制の充実や情報提供の充実を進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（相談窓口を兼ねた復興対策事務所） 

第３章 復興に向けた取り組み 
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主
な
取
り
組
み 

 

○ 被害集中地区における相談窓口の開設 （○既  １‐①‐Ⅰ） 

○ 個別課題に対応する相談体制の充実 （○既  １‐①‐Ⅱ） 

○ 市広報、復興通信を活用した情報の提供 （○既  １‐①‐Ⅲ） 

 

 

 ■布佐東部地区復興通信 
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②  建築物の再建・修理への支援 

 

現
況
と
課
題 

 

● 住宅の再建や修理に関しては、国の生活再建支援制度をはじめ、

千葉県液状化等被害住宅再建支援制度、我孫子市液状化等被害住

宅再建支援制度、我孫子市被災住宅修繕支援制度等により、経済

的な支援を行っています。 

● また、被災者に対する住宅資金の融資については、国の災害復

興住宅融資制度や各金融機関における被災者向け融資制度等の

支援が行われており、市でも、金融機関からの借り入れに対す

る利子補給制度を行っています。 

● しかし、住宅の再建や修理がいまだ完了していない被災者も多い

ことから、引き続き支援制度を継続していくとともに、制度が利

用しやすい形となるよう工夫していく必要があります。 

● さらに、現在、支援の対象となっていない商店や事業所等の非住

宅建物への支援、アパート等の貸家所有者への支援についても、

検討していく必要があります。 

 

主
な
取
り
組
み 

 

○ 県支援策と連携した支援の実施 （○既  １‐②‐Ⅰ） 

○ 利子補給制度の充実 （○既  １‐②‐Ⅱ） 

 

 

 

 

 

 



 

 

14 

③  被災者が生活できる場の確保 
 

現
況
と
課
題 

 

● 市では、震災により避難を余儀なくされた市民の当面の生活の場

を確保するため、仮設住宅の建設に代えて、市内の空いている民

間賃貸住宅を活用することとし、家賃補助を行ってきました。 

● 被害集中地区では、現在、多くの被災者が避難生活を送っていま

すが、避難している被災者の中には、今後の住宅再建の見通しが

立っていない人も多くいます。 

● また、被災した住宅を応急的に修理した状態で、引き続き生活を

続けている被災者も多くおり、家屋の傾斜による健康被害が課題

となっています。 

● このため、住宅の自力再建が困難な被災者の生活の場を確保する

ため、既存の市営住宅を活用していく必要があります。 

● さらに、被害集中地区内に新たな市営住宅を整備し、必要な住宅

戸数を確保していく必要があります。 

 

主
な
取
り
組
み 

 

○ 民間賃貸住宅入居者への家賃補助 （○既  １‐③‐Ⅰ） 

○ 既存市営住宅の活用、新たな市営住宅の整備 （１‐③‐Ⅱ） 

 

 

 

■被災地区への市営住宅（改良住宅）整備手法（住宅地区改良事業） 
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２ 生活基盤施設の復旧に向けて 

 

①  境界の復元 
 

現
況
と
課
題 

 

● 被害集中地区では、地盤の液状化のため道路と宅地の境界部に設

置されていた側溝や塀の位置が動いてしまい、道路と宅地の境界

が不明確になっています。 

● 震災後に実施した道路境界現況測量によれば、地殻変動による日

本列島自体の変位とは別に、建物や塀、道路の位置が大きいとこ

ろで数十センチメートル、また様々な方向へと移動していること

がわかりました。 

● このため土地の売買、住宅の新築、壊れた塀の修理等ができない

ケースも発生しており、復興への大きな障害となっています。 

● また、国・県道を含めた道路の復旧工事に着手するにあたっても、

境界の復元は、早急に対応しなければならない課題となっていま

す。 

● このため、地盤の変動が大きい地域については、一体的な境界確

定を行っていく必要があることから、現在、境界再確定測量を行

っています。 

● 境界再確定測量については、国土調査と同等以上の基準で実施

し、最終的に法務局の地籍情報と現地が整合できるよう、測量成

果を活用していくことが必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（道路境界の調査状況） 
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主
な
取
り
組
み 

 

○ 一体的な境界確定測量の実施 （○既  ２‐①‐Ⅰ） 

○ 測量成果の活用 （２‐①‐Ⅱ） 

○ 道路境界の復元（境界確定測量未実施部分） （○既  ２‐①‐Ⅲ） 

 

 

 

 

 

 

■境界再確定作業イメージ 
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②  被災公共施設等の本格復旧 
 

現
況
と
課
題 

 

● 東日本大震災により、市内では道路の亀裂や学校施設の損壊等、

公共施設にも多数の被害を受けました。 

● 特に、被害集中地区では、地盤の液状化による道路の沈下や破損、

下水道マンホールの浮き上がり等、公共施設にも甚大な被害を受

けました。 

● 市では、震災後直ちに、道路上に噴き上げた砂の撤去を行うとと

もに、ライフラインの復旧を目的とした応急対策を行ってきまし

た。 

● その後、被害状況の詳細な調査、国の財政的支援を受けるための

手続き等、本格的な復旧に向けた準備を行ってきました。 

● 復旧工事は、地下に埋設する上水道、下水道工事を先行して行い、

その後、道路の復旧工事を実施することとなっていますが、地域

の復興には公共施設の復旧が欠かせないことから、これらの工事

を円滑かつ確実に実施していく必要があります。 

主
な
取
り
組
み 

○ 市道の復旧 （○既  ２‐②‐Ⅰ） 

○ 下水道施設の復旧 （○既  ２‐②‐Ⅱ） 

○ 水道施設の復旧 （○既  ２‐②‐Ⅲ） 

○ 国県道復旧工事との調整 （○既  ２‐②‐Ⅳ） 

 

 
（水道施設の復旧工事） 
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３ 魅力ある住宅地への再生に向けて 

 

①  被災した家屋の除却の促進 
 

現
況
と
課
題 

 

● 震災により、多くの市民が被災した家屋の取壊しをしなければな

らなくなりました。 

● 住宅の再建費用に加え、さらに被災家屋の除却費用も負担するこ

とは、被災者の生活再建に非常な困難を来すことから、除却に対

する支援を求める声が被災者から多く寄せられてきました。 

● こうしたことから、市では、被災家屋を解体する際に発生するが

れきを市が処分する制度を創設し、平成 24 年 1 月末現在で 59

件（うち被害集中地区 19 件）が制度を活用しています。 

● しかし、被害集中地区では、再液状化への不安から地区外に転居

する被災者が多いことから、被災家屋の除却が進まず、将来的に

空き家として残ることが懸念されています。 

● 空き家となった被災家屋は、防犯・防災上の問題に加え、復興を

進めるうえでは景観の観点からも問題があることから、早期の除

却が重要な課題となっています。 

● また、被災家屋を家財の収納場所として利用している被災者も多

いことから、倉庫等の借り上げに係る助成等、家財の一時保管に

対する支援策についても検討していく必要があります。 

主
な
取
り
組
み 

○ 家屋解体で発生するがれきの処分 （○既  ３‐①‐Ⅰ） 

○ 被災家屋除却の促進 （３‐①‐Ⅱ） 

○ 家財の一時保管場所の確保 （３‐①‐Ⅲ） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（被災家屋の解体） 
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②  液状化した宅地の復旧と対策 
 

現
況
と
課
題 

 

● 被害集中地区のうち特に液状化被害が集中した地区は、昭和 30

年（1955 年）前後に河川の浚渫（しゅんせつ）土砂で埋め立て

が行われた場所と一致していることが、調査により明らかになり

ました。 

● また、震災後に実施したボーリング調査の結果では、液状化の原

因となった砂層は、地下約 1 メートルから、層厚約 1.5～3.5 メ

ートルのごく浅い人工的に埋め立てられた層であることがわか

りました。 

● 国では、復興基本方針（東日本大震災からの復興の基本方針：平

成 23 年 7 月 29 日決定）に基づき、液状化のメカニズムの研究

や宅地と道路の一体的な液状化対策手法の検討が行われていま

す。 

● 液状化被害にあった被災者のほとんどは、将来の再液状化に不安

を感じており、液状化対策の必要性を感じているものの、地価と

比較して液状化対策に係る経費が割高になるとの理由から、費用

負担については、消極的な意見が多いのが現状です。 

● このため、国等で行っている研究の経緯を注視しながら、被害集

中地区の実情に合った安価で効果的な対策を検討していく必要

があります。 

● また、地盤の液状化により大きく沈下した宅地への雨水の流入を

防止するとともに、宅地からの雨水排水を確保するため、道路の

復旧高に合わせ、宅地の高さを調整する必要があります。 

 

 



 

 

20 

主
な
取
り
組
み 

 

■被害の大きかった地点の地層状況（ボーリング調査結果） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 地域の実情に合った液状化対策の検討 （○既  ３‐②‐Ⅰ） 

○ 被災宅地の盛土支援 （３‐②‐Ⅱ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ボーリング調査） 
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③ 公共施設の再整備 
 

現
況
と
課
題 

 

● 震災で最も広範囲にわたって面的被害が発生した被害集中地区

では、道路、公園等の公共施設にも被害が発生しており、その復

旧に合わせ、施設の再整備を行っていくことが求められていま

す。 

● 当地区の大半は、土地区画整理事業によって整備された住宅地で

すが、昭和 30 年代に事業が完了しているため、道路の幅員や公

園の規模は、現行の公共施設の整備基準を下回ったものとなって

います。 

● また、当地区の道路の一部では、ブロック塀等の倒壊により車両

の通行ができず、ライフラインの復旧作業にも支障があったこと

から、震災時の安全性を確保する上でも、細街路の拡幅整備が求

められています。 

● 当地区の街区公園（都 1 号公園）は、被災者の一時的な避難場

所及び震災時における仮設トイレの設置場所として活用されて

きたことから、今後懸念されている大規模地震に対する一時的な

避難場所として、さらに機能を発揮できるよう、再整備をしてい

く必要があります。 

● また、当地区内を通過する国道 356 号と主要地方道千葉竜ヶ崎

線は、今後懸念されている大規模地震に対応するための重要な避

難道路となることから、歩行者の安全確保に重点をおいた再整備

について、道路管理者である千葉県と整備に向けた調整を行って

いく必要があります。 
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主
な
取
り
組
み 

 

○ 街区道路の再整備 （３‐③‐Ⅰ） 

○ 防災機能を備えた公園の再整備 （３‐③‐Ⅱ） 

○ 国道３５６号、県道千葉竜ヶ崎線の整備 （３‐③‐Ⅲ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（都 1 郷公園） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国道 356 号と千葉竜ヶ崎線の交差点） 
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④  地域の特性を生かしたにぎわいづくり 
 

現
況
と
課
題 

 

● 被害集中地区では、多くの被災者が地区外へ転居し、従来のよう

な近隣同士の付き合いが維持できない状況になっています。 

● 今後、地域における防災体制を構築していくためにも、人口の流

出を食い止めるとともに、震災前の人口水準を最低限維持してい

くことが必要です。 

● そのためには、当地区の魅力を生み出すため、地域のにぎわいづ

くりを行い、被災地を住宅地として再生することが重要です。 

● 布佐地区は、古くから水運で栄え、市内では唯一、利根川から身

近な位置に市街地が形成されています。 

● 布佐地区北側に接する利根川堤防上には、県道佐原我孫子自転車

道が、また、地区南側の手賀川・手賀沼沿いには、県道我孫子流

山自転車道が整備されており、近年の健康志向から多くの人に利

用されています。 

● 被害集中地区を中心に、その周辺も含めた地域の活性化を図るた

めには、これら 2 つの自転車道と連続する道路計画について、当

地区内を経由するルートとすることにより、歩行者や自転車利用

者を地区内に呼び込むことが必要です。 

● また、歩行者や自転車利用者が休憩できる場所や、当地区内にう

るおいを与えるポケットパークの整備を行うなど、魅力ある地域

づくりを進める必要もあります。 

● 当地区の人々がコミュニティを再構築するための場として、誰も

が気軽に利用できる集会施設の整備が求められています。 

● また、震災により休業や廃業を余儀なくされた商店や事業所の再

開・再建は、地域全体の復興に向けた重要な要素となることから、

事業者の意向を踏まえつつ支援を行っていく必要があります。 
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主
な
取
り
組
み 

 

■被害集中地区と周辺部の人口推移 

（※我孫子市町丁別世帯数及び人口報告抜粋） 

  
世帯数 

人口 

計 男 女 

布佐酉町 
震災前 272 699 350 349 

震災後 274 693 345 348 

布佐１丁目 
震災前 468 1,031 534 497 

震災後 469 1,026 528 498 

布佐 
震災前 1,654 4,037 1,988 2,049 

震災後 1,652 4,024 1,964 2,060 

都 
震災前 231 549 263 286 

震災後 191 428 204 224 

布佐地区全体 
震災前 4727 11,747 5770 5977 

震災後 4,683 11,517 5,622 5,895 

我孫子市全体 
震災前 55,169 134,857 66,639 68,218 

震災後 55,339 134,199 66,228 67,971 

※ 震災前：2011.3.1 震災後：2012.1.1  

 

○ 利根川への歩行者・自転車動線の充実 （３‐④‐Ⅰ） 

○ 空地を活用したポケットパークの整備 （３‐④‐Ⅱ） 

○ 集会施設の整備 （３‐④‐Ⅲ） 

○ 被災事業者への再建支援 （３‐④‐Ⅳ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地元で開催された復興イベント） 
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⑤  市民主体の地域づくりへの支援 
 

現
況
と
課
題 

 

● 震災を契機に、市民の防災に対する関心が高まり、安全で安心して

暮らせる地域づくりに向けた地域の取り組みも始まっています。 

● 被害集中地区では被災者の会が結成され、震災からの復興に向けた

取り組みに加え、震災に強い安心して暮らせる地域づくりに向けた

取り組みが行われようとしています。 

● しかし当地区内においても、敷地の位置や建築物の構造によって被

害の程度が大きく異なっており、一部の被災者だけでの取り組みで

は具体的な検討にも限度があることから、行政の積極的な関与が求

められています。 

● 特に、地盤の液状化により沈下や倒壊が多く発生した石塀やブロッ

ク塀について、今後、新たに築造する場合のルールづくりが必要で

す。さらに、宅地地盤の液状化対策、道路からの建築物の壁面後退

や宅地内の道路沿いでの緑化を促進するためのルールづくりも必

要であり、これらは地震に強いまちづくりを進める上で重要な要素

となっています。 

● こうしたことから、地区内の市民同士が問題意識を共有し、解決に

向けての方策を導き出せるよう、市が積極的に関わっていくことが

必要です。 

● また、他の地域においても、震災を教訓とした安全な地域づくりに

向けた、ルールづくりが進むよう、積極的な支援を行っていく必要

があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（震災により倒壊した門柱：我孫子市都地先） 
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主
な
取
り
組
み 

 

○ 地区計画制度を活用したルールづくりの検討 （３‐⑤‐Ⅰ） 

 

 

  ■市内における主な地区計画 

新木駅南側地区 

  （55.8ha） 

・建築物等の用途制限 

・敷地面積の最低限度 

・建築物の壁面位置制限 

・建築物の高さ制限 

・かき又はさくの構造の制限 

布佐駅南側地区 

（12.7ha） 

・建築物等の用途制限 

・敷地面積の最低限度 

・建築物の壁面位置制限 

・建築物等の高さ制限 

・かき又はさくの構造の制限 

・土地利用（緑化） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地区計画により整備された住宅地） 
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①  液状化対策の推進 
 

 

 

 

４ 災害に対応できる地域づくりに向けて 

現
況
と
課
題 

 

● 我孫子市は、東京からおおむね 30 キロメートル圏内に位置し、

手賀沼と利根川にはさまれた細長い馬の背状の地形となってい

ます。市街地は台地上から低地部に広がっていますが、低地部の

住宅地の多くは、高度成長期に湿地や農地を埋め立てて造成され

ています。 

● このため、被害集中地区以外でも、市内で地盤の液状化と思われ

る被害が発生し、建物等に被害がありました。 

● 市では、防災マップを作成するにあたり、液状化に注意する必要

のある区域を位置付け、注意を呼びかけてきましたが、今回の被

災箇所は、必ずしもそれらの区域と一致しませんでした。 

● このため、液状化の危険性を改めて調査した上で、市民に情報提

供していくことが必要です。 

● また、液状化対策に関するさまざまな情報を収集し、それぞれの

土地利用の状況や予算に応じた有効かつ適切な対応手段が見い

だせるよう、市民へ情報を提供していく必要があります。 

主
な
取
り
組
み 

 

○ 液状化ハザードマップの作成 （○既  ４‐①‐Ⅰ） 

○ 液状化対策に関する情報の収集・提供 （○既  ４‐①‐Ⅱ） 
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②  避難所・避難路の整備 

現
況
と
課
題 

 

● 首都圏直下型地震や房総沖を震源とする地震の発生が懸念され

る中、震災時における避難所及び避難路について、安全性の確保

と機能の充実に向けて、早急な対応が求められています。 

● 我孫子市では、市内小中学校を災害時に避難所として開放するこ

ととしていますが、今回の震災では、まだ耐震補強工事を実施し

ていない体育館を中心に外壁や建物接合部などに多くの被害が

ありました。 

● 震災により被害を受けた小・中学校の施設の改修や、今後想定さ

れる大規模地震に避難所として対応するため、校舎や体育館の耐

震補強工事、大規模改造工事並びに危険な避難所施設の改築工事

を早急に行っていく必要があります。 

● また、災害時の避難所となる学校周辺の道路の安全性の確保、通

行支障箇所の改良については、今回の被害状況を見据えた上で、

対策を講じる必要があります。 

● 被害集中地区については、広大な公共空地である利根川河川敷を

一時的な避難場所として活用するため、利根川堤防上に誰もが安

全に利用できる避難経路を確保することが求められています。 

● また、震災により幹線道路が通行止めとなっていた約 1 か月間

は、地域の交通が大きく麻痺し、住宅地への通過交通の流入抑制

や災害関連車両の通行の確保が大きな課題となりました。 

● 現在、千葉県では、県道千葉竜ヶ崎線と国道 356 号バイパスを

接続するための工事を行っていますが、災害時における動線確保

の観点から、早期完成が求められています。 
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主
な
取
り
組
み 

 

○ 避難所の整備（避難所の耐震化と危険建築物の改築） 

（○既  ４‐②‐Ⅰ） 

○ 避難路の安全性の確保 （４‐②‐Ⅱ） 

○ 利根川堤防への避難経路の確保 （○既  ４‐②‐Ⅲ） 

○ 県道千葉竜ヶ崎線の整備促進 （○既  ４‐②‐Ⅳ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（一級河川利根川） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（主要地方道千葉竜ヶ崎線整備状況） 
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③  震災を教訓とした防災体制の整備 

 

現
況
と
課
題 

 

● 東日本大震災では、これまで進めてきた防災体制の課題が明らか

になりました。 

● 首都圏直下型地震や房総沖を震源とする地震の発生が懸念され

る中、市民が安心して生活できるよう、一刻も早い防災体制の見

直しが求められています。 

● 特に、主な手段を携帯電話としてきた連絡体制については、震災

後数日間はほとんど機能しない状況になりました。 

● このため、対策本部と地域支部との連絡をはじめ、初動活動を担

う消防団との連絡、市民からの救助要請等、災害時に必要となる

連絡ができない状況となりました。 

● また、放射性物質の問題への対応を含めた緊急時の水の確保、帰

宅困難者対策を含めた地域の状況に応じた備蓄品の整備等、震災

時の状況を踏まえた防災体制の整備が必要です。 

● さらに、地域と行政それぞれの役割を整理した上で、地域防災計

画を見直す必要があります。 

● 被害の状況や、震災時の対応、震災後の復旧・復興などに関する

記録は、災害に強いまちづくりを進めていく上で重要な資料とな

ることから、整理保存していく必要があります。 

 

■災害時における主な通信連絡系統 
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主
な
取
り
組
み 

 

○ 地域防災計画の見直し （○既  ４‐③‐Ⅰ） 

○ 地域の実情に合った備蓄品の整備 （○既  ４‐③‐Ⅱ） 

○ 確実な情報伝達手段の整備 （４‐③‐Ⅲ） 

○ 地域防災組織等への配備品の充実 （４‐③‐Ⅳ） 

○ 飲料水備蓄施設の整備 （４‐③‐Ⅴ） 

○ 災害記録の整備 （○既  ４‐③‐Ⅵ） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（給水車による生活用水の供給） 
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１ 復興対策の進め方 

 

我孫子市における復旧・復興対策事業は、「我孫子市東日本大震災復興対策本部」

で進行を管理していきます。 

また、事業の実施にあたっては、国の交付金制度等を可能な限り活用するとともに、

国の復興対策本部及び千葉県の復旧・復興本部と連携して、確実に進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 復興の実現に向けて 



 

 

２ 復興スケジュール 

 

※ 対象地区の重は地域再生重点地区、全は市内全域を示す。 

復興の取り組み内容 年 度 対象 

地区 
主な担当課 

施策コード 内   容 分類 23 年 24 年 25 年 26 年 27 年 

１ 市民生活の再建         

１‐① 相談体制・情報提供の充実         

１‐①‐Ⅰ 被害集中地区における相談窓口の開設 既事業      重 布佐東部地区復興対策室 

１‐①‐Ⅱ 個別課題に対応する相談体制の充実 既事業      全・重 布佐東部地区復興対策室 

１‐①‐Ⅲ  市広報、復興通信を活用した情報の提供 既事業      全・重 布佐東部地区復興対策室 

１‐② 建築物の再建・住宅修理への支援         

１‐②‐Ⅰ 県支援策と連携した支援の実施 既事業      全 市民安全課 

１‐②‐Ⅱ 利子補給制度の充実 既事業      全 建築住宅課 

１‐③ 被災者が生活できる場の確保         

１‐③‐Ⅰ  民間賃貸住宅入居者への家賃補助 既事業      全 建築住宅課 

１‐③‐Ⅱ  既存市営住宅の活用、新たな市営住宅の整備       全・重 布佐東部地区復興対策室 

２ 生活基盤施設の復旧         

２‐① 境界の復元         

２‐①‐Ⅰ 一体的な境界確定測量の実施 既事業      重 布佐東部地区復興対策室 

２‐①‐Ⅱ 測量成果の活用       重 布佐東部地区復興対策室 

２‐①‐Ⅲ 道路境界の復元（境界確定測量未実施部分） 既事業      全 道路課 

２‐② 被災公共施設等の本格復旧         

２‐②‐Ⅰ 市道の復旧 既事業      重・全 道路課 
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復興の取り組み内容 年 度 対象 

地区 
主な担当課 

施策コード 内   容 分類 23 年 24 年 25 年 26 年 27 年 

２‐②‐Ⅱ 下水道施設の復旧 既事業      重・全 下水道課 

２‐②‐Ⅲ 水道施設の復旧 既事業      重・全 (水道局)工務課 

２‐②‐Ⅳ 国県道復旧工事との調整 既事業      重 布佐東部地区復興対策室 

３ 魅力ある住宅地への再生         

３‐① 被災家屋除却の促進         

３‐①‐Ⅰ 家屋解体で発生するがれきの処分 既事業      全 クリーンセンター 

３‐①‐Ⅱ 被災家屋の除却の促進       重 布佐東部地区復興対策室 

３‐①‐Ⅲ 家財の一時保管場所の確保       重 布佐東部地区復興対策室 

３‐② 液状化した宅地の復旧と対策         

３‐②‐Ⅰ 地域の実情に合った液状化対策の検討 既事業      重 布佐東部地区復興対策室 

３‐②‐Ⅱ 被災宅地の盛土支援       重 布佐東部地区復興対策室 

３‐③ 公共施設の再整備         

３‐③‐Ⅰ 街区道路の再整備       重 布佐東部地区復興対策室 

３‐③‐Ⅱ 防災機能を備えた公園の再整備       重 布佐東部地区復興対策室 

３‐③‐Ⅲ 国道３５６号、県道千葉竜ヶ崎線の整備       重 千葉県 

３‐④ 地域の特性を生かしたにぎわいづくり         

３‐④‐Ⅰ 利根川への歩行者・自転車動線の充実       重 布佐東部地区復興対策室 

３‐④‐Ⅱ 空地を活用したポケットパークの整備       重 布佐東部地区復興対策室 

３‐④‐Ⅲ 集会施設の整備       重 布佐東部地区復興対策室 
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復興の取り組み内容 年 度 対象 

地区 
主な担当課 

施策コード 内   容 分類 23 年 24 年 25 年 26 年 27 年 

３‐④‐Ⅳ 被災事業者への再建支援       重 商工観光課 

３‐⑤ 市民主体の地域づくりへの支援         

３‐⑤‐Ⅰ 地区計画制度を活用したルールづくりの検討       重・全 都市計画課 

４ 災害に対応できる地域づくり         

４‐① 液状化対策の推進         

４‐①‐Ⅰ 液状化ハザードマップの作成 既事業      全 市民安全課 

４‐①‐Ⅱ 液状化対策に関する情報の収集・提供 既事業      全 市民安全課 

４‐② 避難所・避難路の整備         

４‐②‐Ⅰ 避難所の整備（避難所の耐震化と危険建築物の改築） 既事業      全 （教育）総務課 

４‐②‐Ⅱ 避難路の安全性の確保       全 道路課 

４‐②‐Ⅲ 利根川堤防への避難経路の確保       重 布佐東部地区復興対策室 

４‐②‐Ⅳ 県道千葉竜ヶ崎線の整備促進 既事業      重 千葉県 

４‐③ 震災を教訓とした防災体制の整備         

４‐③‐Ⅰ 地域防災計画の見直し 既事業      全 市民安全課 

４‐③‐Ⅱ 地域の実情に合った備蓄品の整備 既事業      全 市民安全課 

４‐③‐Ⅲ 確実な情報伝達手段の整備       全 市民安全課 

４‐③‐Ⅳ 地域防災組織等への配備品の充実       全 （消防）警防課 

４‐③‐Ⅴ 飲料水備蓄施設の整備       全 (水道局)工務課 

４‐③‐Ⅵ 災害記録の整備 既事業      全 秘書広報課 
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３ 復興に向けた地域との連携 

 

 被害集中地区の復興を円滑かつ確実に進めていくためには、被災者を含めた地域との

連携が不可欠です。 

 地域との連携について、市は現地に設置している布佐東部地区復興対策室の事務

所を拠点として行います。また、被災者によって設立された「東日本大震災布佐東

部地区被災者の会」が復興に関する地域の核へと発展できるよう、積極的に協力し

ていくとともに、地域住民や事業者が独自に進める復興に対し、必要な支援を行っ

ていきます。 

 さらに、高齢者だけの世帯が多い当地区においては、今後も一時的な市民ボラン

ティアの需要が想定されることから、ボランティア活動が盛んな我孫子東高等学校

との連携を強化していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■被災者の会を核とした地域の復興推進体制イメージ 
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